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1. はじめに 

中期計画 3 年目となる 2012 年度は，高エネルギー加速器研究機構（KEK）が新たに中核

機関として加わり、共用施設・計測技術を中心に活動領域の拡大に努めた。拠点活用プロジ

ェクトからは大きな研究成果が上がっており、国際会議での TIA-nano の存在感が増してい

る。研究インフラの利便性向上として、MEMS ラインの利用制度整備、CNT量産実証装置の企

業への貸与を行った。新たな研究体制として、会員制のナノグリーンの研究活動、民活型共

同研究体つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション（TPEC）が本格的に始動した。 

主要な研究施設として、Nano-GREEN/WPI-MANA 棟（NIMS 並木地区）が 2012 年 3 月に完成

し稼動を開始した。また、2013年 3月に TIA 連携棟（産総研西事業所）が完成予定であり、

ナノテク分野の研究開発・実証から性能・安全性評価、人材育成まで、研究開発・産業化を

支える基盤構築のための取組を行う予定である。 

本書では第 2章で拠点整備・運営体制、第 3 章に国際連携に関する取り組み、第 4章で広

報活動に関する取り組み、第 5 章で TIA-nano の知財に関する取り組み、第 6 章で人材育成

に関する取り組みについて述べた後、第 7 章で研究コアワーキンググループの活動、第 8

章で評価関連の資料を示した。 

付録として関連国家予算のまとめを示す。 

2. 拠点整備・運営 

2.1. 運営体制強化 

運営体制の強化を目的として、岸議長を中心としたテンポラリーな新会議体(TIA 担当理

事会議、正副事務局長会議、研究ダイレクター会議、)を設立し、2012 年 2 月から開始した。

さらに、産業界としての詳細な議論をする場として「産業界ボード」を設立し、電機・半導

体分野における提言の検討を開始した。 

2.2. 運営状況 

運営最高会議 

· 第 14 回運営最高会議 (2012 年 4 月 9 日､書面審議) 

 つくばナノテク拠点運営会議の構成員の任命について 

 つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点運営最高会議事務局次長の 

任命について 

· 第 15 回運営最高会議 (2012 年 4 月 18 日､書面審議) 

 TIA ナノグリーン国内外連携ガイドラインの制定について 

· 第 16 回運営最高会議 (2012 年 5 月 14 日) 

 平成２３年度会計監査報告について 

· 第 17 回運営最高会議 (2012 年 7 月 24 日､書面審議) 

 つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点運営最高会議事務局次長の交

代について 



 

 

· 第 18 回運営会議（2012 年 8 月 10 日） 

 つくばナノテク拠点運営会議の構成員の任命について 

 つくばイノベーションアリーナナノテクノロジー拠点運営最高会議規約の改正につ

いて 

· 第 19 回運営会議（2013 年 1 月 15 日） 

 TIA-nano 拠点活用プロジェクトの追加認定について 

 

運営会議 

· 第 8 回運営会議 (2012 年 9 月 6 日) 

 2012fy 上半期 TIA 活動報告について 

· 第 9 回運営会議 (2012 年 1 月 30 日) 

 つくば国際戦略総合特区について 

 ＴＩＡ連携大学院構想の実現に向けた人材育成の取り組みについて 

 つくばナノテク拠点産学独連携人材育成プログラム（オナーズプログラム） に関す

る外部中間評価について 

 平成 24 年度補正予算案について 

 COI について 

 

事務局会議 

2 回/月のペースで開催し、TIA-nano 運営の実務に関する検討を行った。 

3. 国際連携 

・IMEC 幹部が産総研を来訪。TIA との連携に向けた具体的な意見交換を実施。（2012 年 6

月・11 月） 

・TIA パワーエレクトロニクス代表団が欧州のオープンイノベーション拠点である

ECPE(European Center for Power Electronics）High Tech Campus Eindhoven、IMEC

を訪問。人材育成を中心に連携することで合意した（2012 年 5 月）。 

・ナノグリーン研究コア領域関連活動の一つである TIA ナノグリーンオープンイノベーシ

ョン拠点（会員制）への海外企業の入会（2012 年度実績 2 社） 

・NIMS とオランダ High Tech Campus Eindhoven との意見交換 

・NIMS とオランダ NanoNext 他ご一行との意見交換 

4. 広報 

TIA-nano に関する情報がわかりやすく、タイムリーに発信できるように TIA-nano ホー

ムページ(www.tia-nano.jp)を全面的に改訂するとともに、事務局内の広報担当を決め外部

への情報発信と対応の体制を強化した。引き続きホームページの充実を図っており、今後は

英語版のコンテンツの拡充を行うこととし、国内外への TIA-nano の情報発信/コンタクト

http://www.tia-nano.jp/


 

 

窓口としての機能を高めていく。 

また、以下に示すように TIA-nano 運営最高会議が主催するイベントと、共催・後援によ

るイベントは昨年よりも飛躍的に増加しており、TIA-nano の知名度向上、活動内容の周知

が図られている。TIA-nano 主催のイベントのうち、事務局が直営した第 3 回公開シンポジ

ウム（2012 年 7 月 19 日）への参加者および、国際ナノテク展（2013 年 1 月 30 日～2 月 1

日）の TIA-nano ブースへの来場者は昨年度より増加しており、TIA-nano への関心は着実

に高まっている。 

さらに、外部機関との連携による周知活動も活発になっている。つくば国際戦略総合特区

の推進活動においては、国内外のイベント等で TIA-nano について紹介を図っている。つく

ば研究支援センター（TCI）とは、つくば地区の先端機器共用施設の紹介について連携を図

って企業向けの説明会を実施するなど新たな動きがある。 

4.1. TIA-nano主催イベント 

開催日 イベント名 開催場所 

2012 年 7 月 19 日 

第 3 回つくばイノベーションアリーナ(TIA-nano) 

公開シンポジウム －TIA-nano が提案するオープ

ンイノベーションハブ－ 

学術総合センタ

ー一橋講堂 

2012 年 8 月 27～

30 日 

第 1 回 TIA パワーエレクトロニクス・サマースク

ール 

産総研 中央事

業所 

2012 年 10 月 9 日 

筑波の公的研究機関・大学が保有する先端機器を活

用しよう！ ～民間企業への公開を積極的に推

進！TIA-nano 参画のつくば 4 機関+中性子産業利

用施設 

つくば研究支援

センター 

2012 年 11 月 2 日 環境・エネルギー材料熱物性シンポジウム 2012 東 京 工 業 大 学 

蔵前会館 

2012 年 12月 15 日 TIA-nano スパイラル対話シリーズ 第１回テー

マ：時計 “時計”に息づく相対性理論、ナノが創

る“体内時計” 

つくば国際会議

場 

2013 年 3 月 22 日 つくば先端機器共用施設連携ワークショップ 2013 東京ステーショ

ンコンファレン

ス 

 

4.2. イベント出展 

開催日 イベント名 開催場所 

2012 年 6 月 26 日～27 日 産総研 中部センターオープンラボ 
産総研 中部センタ

ー 



 

 

2011 年 10 月 25 日～26 日 
産総研 オープンラボ 

 
産総研 つくば地区 

2012 年 11 月 29 日 産総研 九州センターオープンラボ 
産総研 九州センタ

ー 

2012 年 1 月 15 日 
産総研 本格研究ワークショップ in 

九州 

熊本 KKR くまも

と 

2012 年 1 月 30 日~2 月 1

日 

nano tech 2012 国際ナノテクノロジー

総合展・技術会議 
東京ビッグサイト 

2012 年１月 29 日 
産総研 本格研究ワークショップ in 

四国 
高松 サンメッセ  

2013 年 3 月 16～17 日 科学技術フェスタ  京都 

 

4.3. 後援名義イベント 

開催日 イベント名 主催 開催場所 

2012年７月10日 

MNOIC－UMEMSME セミナー 

特別セミナー 

TIA N-MEMS International 

Business Work Shop 

UMEMSME/MNOIC seminar 

一般財団法人マイ

クロマシンセンタ

ー、産総研 

産総研 東事

業所 

2012 年 7 月 11 日

～13 日 

マイクロマシン／MEMS 展 

第 1 回 グリーンセンサ・ネット

ワークプロジェクト成果報告会 

NEDO、NMEMS 東京ビッグサ

イト 

2012 年７月 26～

27 日 

第 5 回つくばナノテク拠点シンポ

ジウム 

2012 Tsukuba Nanotechnology 

Symposium（TNS‘12） 

つくばナノテク拠

点産学独連携人材

育成プログラム 

筑波大学 

2012 年 10 月 22

日 

筑波大学プレ戦略イニシアティブ 

研究会「物性物理学の視点からの

二次電池研究」 

筑波大学学際物質

科学研究センター 

 

筑波大学 

2012 年 11 月 15

日 

NMEMS-UMEMS セミナー特別

セミナー“MEMS Sensor Net-

work for Low Carbon Emission 

society” 

一般財団法人マイ

クロマシンセンタ

ー 

産総研 東事

業所 



 

 

2012 年 11 月 21

日～22 日 

SiC パワー半導体関連プロジェク

ト合同シンポジウム 

産総研 

技術研究組合 次

世代パワーエレク

トロニクス研究開

発機構 

京都テルサ 

京都産業会館

  

2012 年 12 月 19

日 

「低炭素社会を実現する超低電圧

デバイスプロジェクト成果報告

会」（第 2 回 2012 年） 

超低電圧デバイス

技 術 研 究 組 合

(LEAP) 

つくば国際会

議場 

2013年 1月 28日

～29 日 

3rd International Symposium 

on Integrated Microsystems 

(ISIM2013) 

東北大学他 
東京国際交流

館 

2013 年 3 月 7 日 
第 6 回つくばナノテク拠点シンポ

ジウム 

つくばナノテク拠

点産学独連携人材

育成プログラム 

東京国際フォ

ーラム 

2013年 3月 13日 

グリーン・ナノエレクトロニクス

のコア技術開発 2013 年成果報

告 

産総研 一橋講堂 

 

4.4. その他 TIA-nano関連イベント 

開催日 イベント名 開催場所 

2012 年 5 月 8

～11 日 

国際ナノテクノロジー会議（INC8） 産総研 共用講堂 

 

2012 年 5 月 11

日 

EIDEC シンポジウム 2012 

 

コクヨホール 

2012 年 5 月 31

日～6 月 2 日 

The 9th RIEC International Workshop on 

Spintronics 

東北大学 RIEC  

2012 年 6 月 26

日 

第 4 回 ナノ材料科学環境拠点シンポジウム NIMS NanoGREEN/ 

WPI-MANA 棟 

2012 年 7 月 11

～25日 

つくばナノテク拠点産学独人材育成プログラ

ム 夏季集中講義 SUMMER LECTURE in 2012 

筑波大学 

 

2012 年 7 月 30

～31 日 

第 2 回コンパクト ERL サイエンスワークシ

ョップ 

KEK 

2012 年 8 月 30

～9 月 5 日 

ナノテク製造中核人材育成プログラム ナノ

エレクトロニクス・スクール 

産総研 西事業所 

2012 年 8 月 31

日 

−日本を元気にする産業技術会議− 

東北大−産総研合同シンポジウム 

「材料科学で日本を元気にする」 

日経ホール 



 

 

2012 年 9 月 6

日 

NBCI 講演会「エネルギー将来ビジョンと企

業の挑戦」～ナノテクが創る新しい社会～ 

大手町サンケイプラザホー

ル 

2012 年 9 月 14

日 

第 21 回 GREEN}オープンセミナー NIMS 共同研究棟 

2012 年 10 月

10 日 

文部科学省ナノテクノロジープラットフォー

ムシンポジウム ～装置と情報の共有化によ

る研究開発の新展開～ 

東京大学 生産技術研究所 

2012 年 10 月

15 日 

第 19 回 ＭＥＭＳ講習会 

「ワイヤレスセンサネットワークシステム及

びデバイスの最前線」 

東京大学 山上会館 

2012 年 10 月

19 日 

放射光施設連携産業利用報告会 KEK 他 

2012 年 10 月

25 日 

第 12 回 NIMS フォーラム「新材料研究の最

先端 環境・資源・エネルギー問題の打開に

向けて」 

東京国際フォーラム 

2012 年 11 月 5

日 
超高速フォトニクスシンポジウム 日本女子大 新泉山館 

2012 年 11 月

19 日～21 日 
仙台マイクロナノ国際フォーラム 2012 東北大学 

2012 年 11 月

19 日 

技術セミナー「陽電子ビーム利用材料評価セ

ミナー」 

産総研 中央第 2 

2012 年 11 月

22 日 

第 69 回次世代センサセミナーシリーズ  

グリーンセンサシリーズ No.3 グリーンセ

ンサ・ＮＥＤＯプロジェクトの現状 

化学会館 

2012 年 12 月 3

日～5 日 

The 2nd International Symposium on  

Photonics and Electronics Convergence 

-Advanced Nanophotonics and Silicon De-

vice Systems- 

(ISPEC2012) 

東京大学 

2012 年 12 月 5

日 

第 5 回 「光ネットワーク超低エネルギー化

技術拠点」 シンポジウム 

秋葉原ダイビル 

2012 年 12 月 6

日 

NIMS・AIST 微細構造解析プラットフォーム

合同地域セミナー 

産総研 中央第 2 

2012 年 12 月

17 日 

第 5 回 ナノ材料科学環境拠点 シンポジウム NIMS 共同研究棟 



 

 

2013 年 1 月 31

日～2 月 1 日 

The 3rd CSIS International Symposium on 

Spintronics-based VLSIs  

and The 11th RIEC International Work-

shop on Spintronics 

東北大学 

2013 年 2 月１

９日～21 日 

企業研究者向け XAFS 講習会 2013（入門実

習編） 

KEK 

2013 年 3 月 7

日 

ナノテクのオープンイノベーションセミナー 東京 YWCA 会館 

2013 年 3 月 13

日 

微細加工ナノプラットフォームコンソーシア

ム 

東京大学 

2013 年 3 月 14

日 

東北大学省エネルギー･スピントロニクス集

積化システムセンター 平成 24 年度成果報

告会 

東北大学 

2013 年 3 月 16

日～17 日 

FIRST サイエンスフォーラム 

 

京都パルスプラザ 

5. 知財 

 2012 年度は、知財 WG で定めた中期目標に基づき具体的な検討を進めた。主な活動は以

下の通りである。 

 中核４機関の知財担当者で議論する知財担当者連絡会を設置し、TIA 知財の取扱いルー

ルや技術移転活動の連携などについて検討を行った。 

 TIA-nano ホームページに 2011 年度に開設した特許情報のページにおいて、2011 年度

に整理したパワーエレクトロニクス研究コアの特許情報の公開を開始し、TIA-nano の

知財に関する問合せ窓口（メーリングリスト）の運用を開始した。 

 バックグラウンド IP（BGIP）整理の第二弾として、カーボンナノチューブ（CNT）研

究コアの BGIP の整理を行い、公開特許リストや特許マップを作成した。また、CNT

関連技術の全体像に関する情報を整理した。研究コアと意見交換を行いつつ、TIA 知財

情報の一元的情報発信コンテンツを作成した。 

 研究コアと意見交換を行い、研究コアの知財戦略・標準化戦略および拠点活用プロジェ

クトの知財の考え方等について議論した。 

 拠点活用プロジェクトに対して、知財の取扱いに関するアンケート調査を実施し、各拠

点活用プロジェクトの知財取扱い状況を分析し、報告書にとりまとめた。（別紙１） 

 この調査結果を踏まえ、TIA-nano 拠点活用プロジェクトにおける知的財産権の取り扱

いに関するガイドラインを策定した。 

 

 



 

 

5.1. 知財WG開催状況 

 開催日 場所 参加委員 

第 1 回 2012 年  6 月 22 日 AIST 東京本部・つくば本部 10 人 (+オブザーバー7 人) 

第 2 回 2012 年 10 月 23 日 AIST 東京本部・つくば本部 11 人 (+オブザーバー9 人) 

第 3 回 2013 年  3 月 15 日 AIST 東京本部・つくば本部 9 人 (+オブザーバー4 人) 

5.2. 中核 4機関の知財担当者連絡会 開催状況 

 開催日 場所 参加人数 

第 1 回 2012 年 6 月 6 日 産総研つくば中央 9 人 

第 2 回 2012 年  7 月 10 日 NIMS 千現 11 人 

第 3 回 2012 年  9 月 11 日 筑波大学 9 人 

第 4 回 2012 年 10 月  9 日 KEK 7 人 

第 5 回 2012 年 12 月 11 日 産総研つくば中央 10 人 

第 6 回 2013 年  1 月  9 日 NIMS 千現 10 人 

第 7 回 2013 年  2 月 12 日 筑波大学 10 人 

第 8 回 2013 年  3 月  7 日 KEK 10 人 

5.3. 研究コアとの意見交換会 開催状況 

 開催日 研究コア 場所 参加人数 

第 1 回 2012 年  8 月 9 日 CNT/ナノ安全 
産総研つくば中央

第５（TASC） 
9 人 

第 2 回 2012 年  8 月 13 日 パワエレ 産総研つくば本部 5 人 

第 3 回 2012 年 9 月 10 日 ナノエレ 産総研西 SCR 棟 14 人 

第 4 回 2012 年 9 月 13 日 ナノグリーン NIMS 千現 7 人 

第 5 回 2012 年 9 月 25 日 N-MEMS 産総研つくば東 8 人 

第 6 回 2013 年 2 月 25 日 
ナノエレ，パワエレ，

CNT 
産総研西 SCR 棟 14 人 

第 7 回 2013 年  3 月 13 日 N-MEMS 産総研東 7 人 

6. 人材育成 

6.1. 大学院連携WG活動概要 

平成 22 年度（2010 年度）に策定された第 1 期中期計画に基づき、次の活動を行った。 

①大学院連携ＷＧを、ＴＩＡ連携大学院及び各研究コア・ＷＧの人材戦略の取組状況等の情

報共有の場としての機能強化を図り、大学院連携の体系的なプログラム構築のための連

携を推進。 

②TIA-nano 拠点活用プロジェクト「つくばナノテク拠点産学独連携人材育成プログラム」



 

 

を推進。 

③情報発信・共有機能強化のため、「news letter」の刊行（年 2 回）及びホームページの

立ち上げの推進（２０１３年４月開設）並びに各イベントに人材育成プログラムのポス

ター展示を行う。（①第 3 回 TIA-nano 公開シンポジム（7/19）②産総研オープンラボ

（10/25-26）、③nano tech2013（1/30-2/1）） 

④パワエレ研究コアとの連携により、筑波大学大学院数理物質科学研究科にパワエレ分野の

寄附講座（2 講座）及び第１号連携大学院（1 講座）により、パワエレコース開設準備を

行うとともに、同研究科内に、ナノグリーンコースについても開設準備を行う。 

⑤TIA-nano 中核４機関及び各研究コア・WG が個別に行っている人材育成プログラムを有

機的連携させ総合的なイベント・連携事業として、「ＴＩＡ連携大学院サマーフェスティ

バル」を行うことについて、関係組織と調整及び実施に向け準備を行う。 

⑥TIA ナノグリーンオープンイノベーションの電池材料・熱エネルギー変換・省エネルギー

磁性材料の３つのオープンラボにおいて、筑波大学の大学院生９名をＲＡとして物質・

材料研究機構に滞在させ、共同研究を通してのインターンシップ型 の人材育成を行う。 

⑦TIA 連携大学院の教育研究システムの構築及び運営のための財源等を確保するため、文部

科学省事業「国立大学改革強化推進事業」（申請：平成２４年６月７日）及び平成２４年

度「博士課程教育リーディングプログラム」を提案（申請：平成２４年５月３１日）し

たが、採択に至らなかった。しかし、平成 24 年度国立大学法人施設整備費補助金（教育

研究力強化基盤整備費）の申請（平成２４年７月１２日）に対しては、予算額３．３２

億円が採択され、また平成２５年度文部科学省特別経費「つくばナノテク拠点産学独連

携人材育成プログラム」に対しては、平成２４年度予算に比べ０．４８億円の増額支援

が決定された。 

 

  今後も、当初の計画通りにアクションプランを着実に実行するために、TIA-nano 拠点

活用プロジェクト「つくばナノテク拠点産学独連携人材育成プログラム」の教育研究シ

ステム及びその財源を最大限活用しつつ、TIA-nano の教育研究・人材育成プロジェクト

を進める。 

 

6.2. ワーキンググループ等開催状況 

<大学院連携ワーキンググループ> 

 開催日 場所 参加者 

第５回 平成２４年６月６日（水） 東京 １４人（オブザーバー５人） 

第６回 平成２５年３月５日（火） 東京 ２０人（オブザーバー５人） 

 

ＴＩＡ連携大学院構想等について個別意見照会、打合せ 

平成２４年４月１１日～平成２５年３月１日 ２４回開催 

参考 



 

 

◆国立大学改革強化推進事業提案等関連 

４月１１日（水）東京（経団連） 

５月９日（水）東京（芝浦工大、東京理科大、産総研、ＮＩＭＳ） 

６月２６日（火）東京（東京大学） 

６月２６日（火）名古屋（名古屋大学） 

６月２９日（金）東京（京都大学） 

７月４日（水）仙台（東北大学） 

◆産総研西事業所内建設予定「ＴＩＡ連携棟」関連 

７月２６日（木）つくば（産総研） 

８月２９日（水）つくば（大学院連携ＷＧ委員、産総研） 

３月１日（金）つくば（産総研） 

◆ＴＩＡ連携大学院構想等関連 

９月６日（木）東京（経産省） 

１０月１０日（水）、１２月３日（水）、１月１７日（木）つくば（経産省） 

１１月９日（金）東京（東京理科大学） 

１１月３０日（金）東京（芝浦工業大学） 

１２月１３日（木）つくば（ＣＮＴ－ＷＧ） 

１２月１３日（木）つくば（経団連） 

１２月１４日（金）つくば（N-MEMS WG） 

１２月１４日（金）つくば（産総研、ナノエレＷＧ） 

１月９日（水） つくば（ＫＥＫ） 

１月１１日（金）つくば（ＮＩＭＳ、ナノグリーンＷＧ） 

２月４日（月）つくば（パワエレＷＧ） 

２月２０日（水）つくば（産総研、パワエレＷＧ、N-MEMS WG、CNT－WG） 

２月２２日（金）つくば（東京理科大学） 

 

6.3. つくばナノテク拠点 産学独連携人材育成プログラム 

【活動概要】 

博士後期課程（原則）を対象に、筑波大学数理物質科学研究科内の専攻横断型のナノエレ

クトロニクス関連分野の大学院教育プログラム。つくばにある、産業技術総合研究所、物質・

材料研究機構、民間企業と連携して、国際的競争力のある高度な連携教育研究を展開して、

次世代のナノエレクトロニクスをリードする人材を育成する。 

 

【活動実績】 

<セミナー・シンポジウム等> 

開催日 イベント 参加者 

４月１０日 オナーズプログラム説明会  



 

 

４月２７日 オナーズプログラムオリエンテーション・交流会  約３０名 

６月 ５日 第８回  特別セミナー  ( 講師 : Dr. Francesca Iacopi, 

Queensland Micro- and Nanotechnology Centre, Griffith 

University) 

約２０名 

６月１６日 集中講義 第１回  

「英語による論文作成、プレゼンテーションの技法」 

( 講師：小野義正、理化学研究所基幹研究所単量子操作研究

グループ副グループディレクター) 

約６０名 

６月２３日 集中講義 第２回  

「英語による論文作成、プレゼンテーションの技法」 

( 講師：小野義正、理化学研究所基幹研究所単量子操作研究

グループ副グループディレクター)    

約６０名 

７月１１日 

～２５日 

海外講師による夏季（英語）集中講義  

（講師：Prof. P. C. McIntyre (Stanford Univ.)  "Phase 

Changes in Nanoscale Systems" ,  

Prof. M. V. Fischetti (Univ. Texas) "Theoretical device 

physics", 

Prof. S. S- Sandvik (SUNY Albany) "Optoelectronics" , 

Prof. Gregory P. Denbeaux (SUNY Albany) "X-ray mi-

croscopy"） 

約６０名 

７月２６日 

～２７日 

第５回つくばナノテク拠点国際シンポジウム（海外からの講

師：８名、日本国内の講師：１３名） 

200 名以上 

1２月７日 外部有識者による外部中間評価 ８名 

３ 月 ７ 日

(木)   

第６回つくばナノテク拠点国際シンポジウム  

 （オナーズ学生研究成果発表会） 

約１００名

(予定） 

 

<学生海外派遣等> 

期間 派遣先 人数 

8 月－12 月 SUNY Albany (米国) 1 名派遣 

8 月－12 月 MINATEC (フランス) 2 名派遣 

9 月－12 月 IMEC (ベルギー) 1 名派遣 

12 月末－2013･3 月末 Stanford (米国) 1 名派遣 

3 月－2013･6 月末 Stanford (米国) 1 名派遣 



 

 

7. 研究コアワーキンググループの活動状況 

7.1. ナノエレWG 

<WG活動概要> 

今年度は新規プロジェクトの立上げに向けた検討を中心に活動した。また、新たにふたつ

の研究プロジェクトが始まり、拠点活用プロジェクトとして認定された（1/29）。その結果、

TIA-nano のナノエレクトロニクス研究は計８プロジェクトに拡大した。WG 会議ではこれ

らの内容について報告、意見交換を行い、TIA 拠店活動に関する情報共有を図った。 

 

《新規プロジェクト検討》 

来年度以降の国家プロジェクト候補として、将来の社会ニーズ側のアプリケーションを想

定した研究テーマ探索を産総研・情報エレクトロニクス研究企画室が中心となって行った。

10 月以降は新プロジェクト討論会を定期的に開催し（計 14 回）、外部の企業、大学や拠点

活用プロジェクトからの参加も得て議論を深めた。 

半導体産業研究所（SIRIJ）および電子情報産業技術協会（JEITA）との連携を密にして

産業界・企業の意向や方向性を把握し、新規プロジェクト議論の参考にした。また、産総研

のシステム系研究部門が中心となって進めている高齢社会FS活動にもWG事務局メンバー

が参加し、将来の社会ニーズからのバックキャスト視点を盛り込んだ。検討結果の一部は第

３回 TIA 公開シンポジウムのナノエレクトロニクス講演で紹介した。 

 

《今年度の新規登録プロジェクト》 

1.「超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発」 

   実施機関： 技術研究組合光電子融合基盤技術研究所（PETRA） 

2.「革新的製造プロセス技術開発」 

   実施機関： ミニマルファブ技術研究組合（ミニマルファブ） 

 

《人材育成》 

 筑波大学に協力する形で TIA 連携大学院構築の検討に参加している。人材育成のサマー

フェスティバル開催が来年度夏季（7 月～9 月）に計画されており、そのナノエレクトロニ

クス関連プログラムの具体化準備を開始した。 

 

[ワーキンググループ開催状況] 

 日時 場所 出席者 

第 10 回 H24.11.26 経産省別館 委員 21 名、オブザーバー5 名、事務局 5 名 

第 11 回 H25. 1.22 経産省別館 委員 20 名、オブザーバー7 名、事務局 5 名 



 

 

<拠点活用プロジェクト概要> 

グリーン・ナノエレクトロニクスのコア技術開発 

2012 年度は、産業界 27 名、産総研 26 名からなる研究チームおよび６大学、２公的研究

機関との共同研究体制で研究開発を進め、以下の進展があった。 

 低電圧動作 CMOS の開発では、トライゲート／ナノワイヤチャネル構造を有する

Ge-pMOSFET と InGaAs-nMOSFET のプロセス開発を行い、動作実証に成功した。さら

にオン電流を増加させるための新構造 TFET（Tunnel FET）の試作に成功するとともに、

TFET コンパクトモデルを構築し、TFET 集積回路の設計基盤を確立した。ナノカーボン材

料の開発では、ドーピング（インターカレーション）による多層グラフェンの低抵抗化（Cu

と同程度）に成功するとともに、長尺で高品質・高密度の CNT の成長を可能とする新しい

成長法（STEP 成長）を開発した。超格子相変化新材料の開発においては、SnxTe100-x/Sb2Te3

超格子材料の組成最適化を進め、従来の合金型材料と比べて 1/1500 の電力でスイッチング

できることを実証するとともに、GeTe/Sb2Te3で観測された巨大磁気抵抗特性がトポロジカ

ル絶縁特性に起因することを明らかにし、HDD 用超高感度磁気センサーや、MRAM と融

合した新しいストレージデバイスとして利用可能であることを示した。 

 

フォトニクス・エレクトロニクス融合システム基盤技術開発 

本研究では、フォトニクス・エレクトロニクス融合システム技術基盤として、将来のコン

ピュータ等集積回路における、省電力化、高速化、ダウンサイズ化の限界を打破するために、

フォトン（光子）とエレクトロン（電子）の振舞いを融合させたデバイスおよびシステムを

実現する技術基盤の確立を目指している。 

 デバイスに関しては、つくばの産総研内 SCR（スーパークリーンルーム）施設にて、ナ

ノ・フォトニクスデバイス（変調器、受光器、光源実装、光導波路）の試作を行ない、超小

型で 40Gbps 以上の高速動作可能なシリコン光変調器及びゲルマニウム受光器、低損失シリ

コン光導波路、1 チップで 100 チャンネルをカバー可能な光源実装技術を実現した。 

集積化に関しては、つくばの産総研内 SCR を活用して、フォトニクス・エレクトロニク

ス融合回路の試作を行い、チャンネル辺り 12.5Gbps の高速伝送と同時に 6.6Tbps/cm2の世

界最高伝送密度を実証した。 

省エネルギー・スピントロニクス論理集積回路の研究開発 

平成２３年度にスピントロニクス論理集積回路を試作するための集積プロセスを立上げて

300mm ウェハを用いた試作する環境が整い、回路ブロックの動作が確認された成果を平成

24 年度に国際学会等で発表した。平成２４年度は、高性能化したスピントロニクス素子を

搭載するとともに回路規模を拡大した論理集積回路試験チップを試作し、スピントロニクス

論理集積回路の高性能化と省電力化の実証を行なった。 

光ネットワーク超低エネルギー化技術拠点 

消費電力を３-４桁下げることのできるダイナミック光パスネットワークについて、要素



 

 

デバイス、システム機器、ネットワークのアーキテクチャと制御プレーンの垂直技術連携の

研究開発を進めた。また、国際連携のための国際ワークショップを国内、海外で開催した。 

低炭素社会を実現する超低電圧デバイスプロジェクト 

本プロジェクトは、ロジック集積回路の超低電圧動作（0.4V 以下）に向け、LSI の配線

層（Back End Of Line：多層配線工程））に集積可能な抵抗変化型不揮発デバイス（BEOL

デバイス）と、BEOL デバイスと組み合わせることにより更なる低電力化を実現する集積

化基盤技術を開発する。2012 年度は、2011 年度に達成した単体レベルでのデバイス実証と、

2011 年度に終了した「BEOL プラットフォーム」の成果を発展させ、小規模集積化レベル

（マクロレベル）でのデバイス実証に向けた集積化プロセスの検討を推進した。BEOL デ

バイスの 3 テーマについて、「磁性変化デバイス」では、CMOS 基板上の多層配線にトンネ

ル磁気抵抗を埋め込んだデバイスの動作を実証し、「相変化デバイス」では、超格子を搭載

したクロスポイント型メモリセルを試作してデバイス動作の実証を行い、「原子移動型スイ

ッチデバイス」では、小規模なプログラムロジックを含む回路の正常な動作で、原子移動型

スイッチデバイスの小規模集積化レベルでのデバイス動作を実証した。集積化基盤技術の 2

テーマについて、「三次元ナノカーボン配線」では、触媒金属上での被覆率 100％のグラフ

ェン成長とアスペクト比 16 の穴へのカーボンナノチューブ成長を実証し、「ナノトランジ

スタ構造デバイス」では、メガビットレベルの低電圧 SRAM 動作を実証した。また、2012

年 8 月に中間評価を受けた。 

次世代半導体微細加工・評価基盤技術の開発 

（１）ＥＵＶマスクブランク欠陥検査技術開発 

hp16nm に対応する ABI 装置の量産プロトタイプ機の組み立てが完了し、高感度化・高度

化開発により、欠陥検出効率とスループットの向上を進めた。また、hp11nm に対応する高

倍率の ABI 技術を検討した。大きさや種類（物理的構造）を変化させたプログラム位相欠

陥や振幅欠陥を有するテストマスクを用い、位相欠陥の転写性を評価した。 

（２）ＥＵＶマスクパターン欠陥検査技術開発 

写像投影光学系を試験架台の上で評価し、設計で目標とした光学性能が得られていることを

確認した。確認終了後、光学系をマスクパターン欠陥検出モジュールに搭載し、hp16nm の

マスクパターン欠陥検査装置の組み立てを完了した。 

（３）ＥＵＶレジスト材料技術開発  

・EIDEC メンバー会社の材料を中心にスクリーニングし、各社最新レジストをベンチマー

キングした。選定した標準レジストを用いてラフネス低減及びパターン倒れ抑制に注力した。

また、HS-AFM やシミュレーションでレジストの反応機構を解析し、結果を材料開発にフ

ィードバックした。 

・電子ビームによるアウトガス評価プロセスを確立した。（ASML 認証を取得）ノンクリー

ナブル成分についても相関を取得した。評価レジストのファミリー化を検討し、同一組成に

対し基準統一化の可能性を示した。EUV 光によるアウトガス評価で、コンタミネーション

の少ない PAG アニオンの材料設計指針を示した。 



 

 

革新的製造プロセス技術開発（ミニマルファブ） 

 ほとんど全てのデバイス１個のサイズをカバーする 0.5 インチウェハを製造単位として、

そのウェハに対応した幅 30cm の装置を開発し、かつ局所クリーン化技術でクリーンルーム

を不要とすることで、設備投資と運用経費を大幅に削減する超小型製造システム（ミニマル

ファブ）を速やかに実現する。経済産業省プロジェクトとして、ミニマルファブを実現する

ためのミニマル装置群、ウェハ、超小型部品等、必要要素技術の開発を本年度から開始した。 

超低消費電力型光エレクトロニクス実装システム技術開発 

光配線や光素子の開発を行い、光エレクトロニクス（フォトニクスとエレクトロニクスの

融合）実装システム技術を実現することにより、今後、電力消費の急増が予想されるサーバ

等の電子機器の消費電力を大幅に削減する。具体的には、シリコンフォトニクスやその実装

技術を中心に光配線、光素子を開発し、光電子集積デバイス・モジュール、さらにはそれら

をシステム化して電子機器に搭載することにより、電子機器の消費電力を大幅に削減（サー

バで 3割減）することを目指している。 

 技術開発にあたっては、つくば産総研内に、光素子等の光学実験、実装実験を行うための

実験室を立ち上げ、SCR（スーパークリーンルーム）施設にて、光素子、光配線の一部試作

を行い、駆動回路を含めた 25Gbps 動作のデバイス設計を進めた。 

 

7.2. パワエレWG 

<WG活動概要> 

2012 年度は、2011 年度に引き続き、拠点活用プロジェクトの運営を支援するとともに、

2010 年度に策定した 5 か年計画の内容を着実に進めてきた。2011 年 3 月 11 日に発生した

震災の影響も終息しつつあり、拠点を活用した研究開発も本格化し、徐々に成果が表れつつ

ある。2012 年 4 月には、持続可能なパワーエレクトロニクス拠点の自立に向けて、民活型

パワエレオープンイノベーション研究拠点（TPEC）が発足した。海外のパワーエレクトロ

ニクス研究拠点の調査について、昨年度に引き続き、欧州 ECPE、HTCE、IMEC の視察を

行った。人材育成では、第 1 回 TIA パワーエレクトロニクスサマースクールを 8 月 27～30

日に産総研で開催し、全国 19 大学から 61 名の学生と若手社会人 51 名（31 機関）が参加

した。本 WG が中心となって進めて来た、TIA パワエレ連携・寄附講座については、筑波

大学と産業界の賛同を得て、2013 年 4 月開講に向けた準備が具体化した。 

 

 

[ワーキンググループ開催状況] 

 日時 場所 出席者 

第 1 回 2012 年 4 月 26 日(木) 

15：00-17：00 

場所 (株)ｵｶﾓﾄﾔ会議室

（虎ノ門） 

10 名、 

事務局 3 名、オブザーバ 3 名 

第 2 回 2012 年 6 月 28 日(木) 

10:15-11:15 

発明会館 7F 会議室（虎

ノ門） 

14 名、 

事務局 3 名、オブザーバ 7 名 



 

 

第 3 回 2012 年 9 月 19 日(水) 

15：00-17：00 

FUPET 会議室（虎ノ

門） 

14 名、 

事務局 3 名、オブザーバ 3 名 

第 4 回 2012 年 11 月 28 日

(水) 13：00-14：00 

FUPET 会議室（虎ノ

門） 

15 名、 

事務局 3 名、オブザーバ 3 名 

第 5 回 2013 年 1 月 21 日(月) 

16：00-17：00 

FUPET 協会議室（虎

ノ門） 

16 名、 

事務局 3 名、オブザーバ 4 名 

 

<拠点活用プロジェクト概要> 

低炭素社会創成へ向けた炭化珪素(SiC)革新パワーエレクトロニクスの研究開発 

超高耐圧 SiC パワー半導体の実用化により、電気エネルギーの有効利用、ひいては、環

境負荷低減を実現することを目指す基盤技術の研究開発を行う。特に、欠陥・物性制御技術

や SiC 超厚膜・多層エピタキシャル成長結晶の作製技術を確立するとともに、電力インフ

ラ系パワーエレクトロニクス構築を念頭に置いた超高耐圧(10kV 超級)パワーデバイス基盤

技術の研究開発を行う。 

 

2012 年度の主要成果： 

○13kV 級 IGBT の動作実証 

○20kV 級の超高耐圧を原理実証（ダイオード、トランジスタ） 

 

低炭素社会を実現する新材料パワー半導体プロジェクト 

６インチ対応 SiC 高品質ウェハ作製技術（バルク、加工、エピ）、および 3～5kV 級高耐

圧 SiC MOSFET 技術の開発 

 

2013 年度の主要成果の概要 

 昇華法に代わり、低コスト化への期待が高い溶液法結晶成長において、口径 2 インチ、

成長速度約 500μm/h で厚さ約 4mm の 4H-SiC 単結晶成長を実現。 

 ウエハ加工技術開発において、高剛性マルチワイヤーソーを用いて線速 2000m/min 以上

を実現し、 3インチインゴットの 2時間 10 枚の超高線速同時切断を実証。 

 エピタキシャル膜成長技術では、４°オフ Si 面、C 面の両面方位基板について、みなし 6

インチ成長実験で実用的な膜厚／濃度均一性を達成。高速成長技術として成長速度 100 

µm/h 以上で形成した膜厚 50 µm 以上の厚膜において、3×1014/cm3以下の低残留キャリ

ア濃度を達成。 

 高耐圧スイッチングデバイス製造技術において、プレーナ MOS 構造で耐圧 3000～4000V

と特性オン抵抗 15mΩcm2を達成。 

 評価技術として、コンフォーカル微分干渉光学系を用いたウェハ表面検査手法を中心と

した「SiC ウェハ統合評価プラットフォーム」を構築し、MOS デバイス信頼性に影響を

与えるエピウェハの表面欠陥を同定。 



 

 

次世代パワーエレクトロニクス技術開発（グリーン ITプロジェクト） 

高出力パワー密度を持つ革新的電力変換器を実現するために、SiC パワーデバイスを高速

かつ高温で動作させる必要がある。こうした観点から高温実装技術と電力変換器設計・試作

技術を開発し、それらを取り入れた電力変換器の試作により高出力パワー密度性能の検証を

行う。 

 

2012 年度の主要成果の概要 

200～250℃の接合温度で SiC 素子を動作させる事を可能とする高温実装技術の開発を進

め、熱サイクル試験やパワーサイクル試験等による電極接合の評価を通じた高信頼化を図る

とともに、1.2kV 級素子による高温動作モジュールの設計・試作を行った。そして、電力変

換器に組み込み、プロジェクト目標の出力パワー密度 60W/cm3を達成した。 

 

つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション(TPEC) 

産総研を中核とした民活型パワーエレクトロニクス研究拠点。「技術へのこだわり」を認

めるオープンイノベーション＝日本型オープンイノベーションを目指して活動を行う。公平

なコストシェアを理念として、参加機関が研究開発リソースを互いに共有しながら、ラディ

カル・イノベーションへの挑戦リスクを低減する。産業界にとって魅力ある拠点形成をめざ

し、パワーエレクトロニクス若手人材の育成、知的財産のオープンな相互利用、共用拠点イ

ンフラの整備を進める。グローバル拠点として、持続的かつ自立的な拠点経営を目指しなが

ら、中長期ではパワーエレクトロニクス全般に活動を展開する。 

 

2012 年度の主要成果 

○SiC トランジスタ（IEMOSFET）量産試作品を外部機関へ提供開始 

○日本型オープン・イノベーション共同研究体 TPEC の活動開始 

○人材育成事業への組織的貢献 

（第１回パワエレサマースクール開催、パワエレ連携・寄附講座の開講） 

 

7.3. N-MEMS WG 

<WG活動概要> 

１．[活動概要]  

H24 年度は、TIA N-MEMS WG の H24 年度活動計画に基づいた活動を行った。TIA 運

営会議に合わせて、2 回の WG を実施するとともに、NMEMS 拠点活用本格化に向けてマ

イクロナノオープンイノベーションセンター（MNOIC）活動を強化し、企業ユーザにとっ

て魅力ある研究拠点（つくば R&D プラットフォーム）の構築に取り組んだ。同時に拠点利

用の国プロ／NEDO プロ研究活動の推進を図り、人材育成にも積極的に取り組んだ。 

 



 

 

 

図１．TIA N-MEMS 連携 

 

以下、研究拠点整備のための活動内容を示す。 

（１）研究拠点（つくば R&D プラットフォーム）の拡充強化 

【産総研・集積マイクロシステム研究センター】 

策定した中期計画に従い MEMS 研究開発拠点の整備を進めた。特に８インチ MEMS

製造ラインの各種装置について、圧電材料ベースのテストデバイスの作製検証によりプロセ

スレシピの整備を行った。また 12 インチラインを用いた TSV 工程の検証を行った。また

課題解決型研究として無線センサネットワークシステムの実証実験を養鶏場に加え、肉牛等

の牧場への応用を実施した。また小規模店舗内各機器の消費電力モニタリングに加え、環境

モニタリングするシステムの試作を行い、その実証実験を実施した。 

 

【MNOIC】 

UMEMSMEに整備された世界最先端 8/12インチの MEMS加工・評価設備を、産業界が利活用

できるように一般財団法人マイクロマシンセンター・MEMS 協議会に設置した研究支援サー

ビスを行う MNOICも２年目を迎えた。本年度は産総研との共同研究契約を、現有の産総研の

制度にあうように（知財やサンプル管理に関して）見直しを行って、制度上の強化を図った。

現在はまだ特定の装置への利用が集中しているものの利用率が上がってきている。研究支援

時間は月平均約 400時間に達し、産業界からの確実なニーズがある。現在の利用法人は（2013

年２月末時点で）のべ 25法人（年間利用コース ７法人、ビジター 12法人、研究委託 6

法人）であって、新たに研究委託が増えている。一方、技術者・研究者の強化、今後の先端

設備の拡充が引き続き必要である。また UMEMSMEで完成した技術、研究支援可能になった装

置を順次 MNOIC のサービスを開始し、2012 年度は新たに 2 つの最先端装置を用いた支援が

可能になった。 

 

 



 

 

（２）N-MEMS 拠点と連携する拠点の活動内容 

【筑波大学】 

博士後期課程（原則）を対象に、筑波大学数理物質科学研究科内の専攻横断型のナノエレ

クトロニクス関連分野の大学院教育プログラム。つくばにある、産業技術総合研究所、物質・

材料研究機構、民間企業と連携して、国際的競争力のある高度な連携教育研究を展開して、

次世代のナノエレクトロニクスをリードする人材を育成する。 

 

【物質・材料研究機構】 

１） ナノテクノロジープラットフォーム事業 

文科省ナノテクノロジープラットフォーム（設備共用ネットワーク化）事業がＨ２４年

７月１日より１０年プロジェクトとしてスタートした。３つのカテゴリー、超微細構造

解析プラットフォーム、微細加工プラットフォーム、分子・物質合成プラットフォーム

からなり、全国の大学・公的研究機関がそれぞれ、１０、１６、および１１機関が参画

している。NIMS は３つプラットフォームすべてに参画した。また NIMS 微細加工プ

ラットフォームは、本年度の実績として外部支援件数が８６件（技術代行３８件、技術

補助２７件、機器利用３０件）であり、内訳はアカデミア（大学・公的研究機関）８２％、

民間企業１８％であった。今後、ＮＩＭＳ微細加工プラットフォーム、ＡＩＳＴナノプ

ロセッシング施設、および筑波大微細加工プラットフォームは連携を強化していく予定

である。 

 

２） 低炭素研究ネットワーク事業 

文科省低炭素研究ネットワーク事業の「低炭素化材料設計・創製ハブ拠点」として第２

年度目の設備共用化事業を進めた。H２４年度における実績は総利用件数１，５４７件

（外部共用率は利用件数で約２０％、支援課題数では３０％）、月平均１７２件を達成

した。利用件数はＨ２３年度に比べて２５％増加した。参画する全国１８拠点の装置リ

スト２００台（１６０億円相当）を分類・整理することによってホームページに記載し、

ユーザへの見える化をはかった。 

 

（３） 「拠点活用プロジェクト」に関する活動内容 

【最先端研究開発支援プログラム「マイクロシステム融合研究開発」（内閣府）】 

MEMS と LSI や高周波デバイスなどの異種デバイスを集積化した、ヘテロ集積化デバイ

スを実現するため、「ヘテロ集積化量産試作」および「高効率 MEMS 融合製造」技術の研

究開発を推進した。本年度は、8 インチおよび 12 インチの試作ラインおよびクリーンルー

ム環境の整備を進めた。また MEMS と LSI や高周波デバイスなどの異種デバイスを集積化

した、ヘテロ集積化デバイスを実現するため、「ヘテロ集積化量産試作」および「高効率

MEMS 融合製造」技術の研究開発を推進した。本年度は、圧電材料の評価装置、射出成型、

パッケージング関連の装置などを導入した。これらにより圧電材料の信頼性の向上、MEMS

の成形による低コスト化、パッケージングの高信頼化等に寄与することができた。 



 

 

 

【グリーンセンサ・ネットワーク技術開発プロジェクト（経済産業省／NEDO）】 

小型・低コストを目的とした電流・磁界センサ、塵埃センサ、ＶＯＣセンサ、ＣＯ２セン

サ、およびフレキシブル電流センサのプロトタイプ試作および基本性能評価を行った。また、

センサ端末の低電力化を図るＬＳＩの試作・評価および１０００個のセンサ端末からの無線

通信を可能にする高感度無線機の時間・周波数変換アルゴリズムの開発を行った。 

 

【異分野融合型次世代デバイス製造技術開発プロジェクト（経済産業省／NEDO）】 

非真空薄膜堆積プロセスにより高品位 Si 機能膜をメーター級の大面積に形成するプロセ

スの確立を目指し、膜厚均一性±10%以下、電子移動度 1.3 cm2/V･sec、及び成膜速度 118.2 

nm/min など、最終目標を達成した。また、繊維状基材上に連続的に均質な高品位機能膜を

形成する技術、３次元ナノ構造を高速連続形成する加工技術、それら多数の異種繊維状基材

を製織によって機能化・集積化するプロセスの確立を目指し、ダイコートによる基材への塗

膜形成（送り速度 50m/min）、インプリントによる基材への製織ガイド構造の連続シームレ

ス加工（送り速度 20m/min）、及び線幅 2 µmのパターンの 3次元露光モジュールの作製など、

最終目標を達成した。さらに、繊維状基材に組み込まれた 5 種類の素子を面積 1 m x 1 m

以上に製織集積するプロセスを構築した。 

 

２．[ワーキンググループ開催結果] 

 開催日 場所 参加者 

第 1 回 WG  H24 年 6 月 15 日(金）  MMC テクノサロン（秋葉原） 15 人 

第 2 回 WG H25 年 3 月 1 日(金）  MMC テクノサロン（秋葉原） 18 人 

<拠点活用プロジェクト概要> 

マイクロシステム融合研究開発 

 研究拠点構築に関する取り組み 

 MEMS と LSI や高周波デバイスなどの異種デバイスを集積化した、ヘテロ集積化デバイス

を実現するため、「ヘテロ集積化量産試作」および「高効率 MEMS 融合製造」技術の研究

開発を推進した。本年度は、8 インチおよび 12 インチの試作ラインおよびクリーンルー

ム環境の整備を進めた。 

 研究開発活動に関する取り組み 

MEMS と LSI や高周波デバイスなどの異種デバイスを集積化した、ヘテロ集積化デバイ

スを実現するため、「ヘテロ集積化量産試作」および「高効率 MEMS 融合製造」技術の

研究開発を推進した。本年度は、圧電材料の評価装置、射出成型、パッケージング関連

の装置などを導入した。これらにより圧電材料の信頼性の向上、MEMS の成形による低

コスト化、パッケージングの高信頼化等に寄与することができた。 

 



 

 

グリーンセンサ・ネットワークシステム技術開発プロジェクト 

 小型・低コストを目的とした電流・磁界センサ、塵埃センサ、ＶＯＣセンサ、ＣＯ２セン

サ、およびフレキシブル電流センサのプロトタイプ試作および基本性能評価を行った。また、

センサ端末の低電力化を図るＬＳＩの試作・評価および１０００個のセンサ端末からの無線

通信を可能にする高感度無線機の時間・周波数変換アルゴリズムの開発を行った。 

 

マイクロ・ナノ構造大面積・連続製造プロセス技術の開発 

１）研究拠点構築に関する取り組み 

BEANSプロジェクトを推進する中で、メーター級大面積デバイス開発拠点としての装置

の導入・整備、及び人材の育成が行われた。 

・装置導入・整備のための投資金額   1.31億円 

（主要導入装置：3次元レーザーリソグラフィ装置、比抵抗/ﾎｰﾙ効果測定システム、長

尺機能性薄膜形成装置、多品種少量対応実装設備） 

 

2) 研究開発活動に関する取り組み 

非真空薄膜堆積プロセスにより高品位 Si機能膜をメーター級の大面積に形成するプロ

セスの確立を目指し、膜厚均一性±10%以下、電子移動度 1.3 cm2/V･sec、及び成膜速度

118.2 nm/minなど、最終目標を達成した。また、繊維状基材上に連続的に均質な高品位

機能膜を形成する技術、３次元ナノ構造を高速連続形成する加工技術、それら多数の異種

繊維状基材を製織によって機能化・集積化するプロセスの確立を目指し、ダイコートによ

る基材への塗膜形成（送り速度 50m/min）、インプリントによる基材への製織ガイド構造

の連続シームレス加工（送り速度 20m/min）、及び線幅 2 µmのパターンの 3次元露光モジ

ュールの作製など、最終目標を達成した。さらに、繊維状基材に組み込まれた 5種類の素

子を面積 1 m x 1 m以上に製織集積するプロセスを構築した。 

 

7.4. ナノグリーンWG 

<WG活動概要> 

ナノグリーンコア研究領域に属する拠点活用 PJ 等の今年度の活動報告を行うとともに、各

種の意見交換・情報共有を行った。 

 

[ワーキンググループ開催状況]  

 開催日 場所 参加者 

第 1 回 H25.2.25 NIMS 並木地区 10 人（+オブザーバー3 人） 

<拠点活用プロジェクト概要> 

低炭素化材料設計・創製ハブ拠点 

平成 21 年度文科省補正予算で NIMS「低炭素化材料設計・創製ハブ拠点」に整備された



 

 

先端研究設備 28 点を、低炭素化に関わる先端的且つ独創的な研究を行なっている国内外の

大学・企業等の研究機関に広く開放する（有償）と共に、利用者のニーズに応じて NIMS

の研究者・技術者が適切な支援を行い、利用者の研究を加速推進している。更に、低炭素化

材料設計・創製ハブ拠点自身も、低炭素化に寄与する特定研究テーマ（「白色 LED 用の蛍

光体材料」、「熱電変換材料の新規な創製と高性能化」、「高効率電力変換用パワーデバイス材

料開発とデバイス実証」、「データストレージ・メモリ用磁気機能性材料の開発と評価」等）

を積極的に推進している。 

ナノ材料科学環境拠点(GREEN) 

環境エネルギー問題へのインパクトが直接的でかつ大きい、太陽光エネルギーから出発す

るエネルギーフローに関わる一連の材料技術である太陽光発電、光触媒による燃料製造、電

力貯蔵用二次電池、及び燃料電池を出口側の対象として、開発指針を与える基礎となる計算

科学手法、及び高度その場解析技術を駆使して、出口課題の実用化に向けて必要なブレーク

スルーのための共通基盤課題である表面・界面現象の理解と制御技術を確立し、飛躍的な効

率向上、安全性改善等の課題解決を目指している。 

 

7.5. CNT/ナノ材料安全評価 WG 

<WG活動概要> 

カーボンナノチューブ並びにナノ材料安全評価について、海外で先例となる拠点は無く、

つくばイノベーションアリーナの中で、下記の目標を設定し、日本型研究拠点を構築すべく、

拠点活動を進めている。 

研究コアの目標 

（1）カーボンナノチューブ 

 低炭素社会の実現に資する超軽量・高強度融合材料をはじめとする様々な産業応用を可能

にする単層カーボンナノチューブ（ＣＮT）の量産化、高品質化・部材化を図り、未来の省

エネルギー社会の実現を目指す。 

（2）ナノ材料安全評価 

 事業者による自主的取組と行政による法規制枠組みが補完的に組み合わさり、社会におけ

る工業ナノ材料の安全性を確保したうえで、イノベーションを推進するような体制を構築す

る。 

上記の目標基づき、2012 年度は以下の事業を実施した。 

１）量産実証プラント 

 スーパーグロース法ＣＮＴ量産プラントを活用したＣＮＴ製造技術の開発、ＣＮＴサンプ

ルの作製、サンプル配布を実施した。 

２）低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト 

 単層ＣＮＴの形状、物性等の制御・分離・評価技術の開発、単層ＣＮＴを既存材料中に均

一に分散する技術の開発、及びナノ材料自主安全管理技術の確立の研究とサンプル配布 

 ナノテク展では独自のブースを出展しＴＩＡのブースと協力して技術普及を実施した。 



 

 

 

ＴＩＡ視察への対応 

 奥村直樹総合科学技術会議議員視察(４月４日)他、９回の TIA 視察に成果物の展示、活動

状況の説明を行った。 

 

[ワーキンググループ開催状況] 

11 月 18 日 ＷＧミーティングを委員（１２名）、事務局、政府からのオブザーバー６名

の出席で開催し、量産実証プラント、単層ＣＮＴプロジェクト及び人材育成についての状況

報告し、今後の方針について、検討した。 

 

<拠点活用プロジェクト概要> 

低炭素社会を実現する革新的カーボンナノチューブ複合材料開発プロジェクト 

単層ＣＮＴの実用化を促進すべく、産総研第４事業所では設置したｅＤＩＰＳ法ＣＮＴ製

造装置で直径を制御したＣＮＴを作る技術を開発、第５事業所では作製したｅＤＩＰＳ法Ｃ

ＮＴを大量に半導体と金属に分ける手法を開発した他、スーパーグロース法ＣＮＴをゴム、

樹脂と複合化し、導電性の極めて高いものや熱伝導性に優れた複合材料を開発した。プロジ

ェクトで開発した成果物、例えば、極めて導電性に優れたゴムとＣＮＴの複合材料、銅の 2

倍以上の熱伝導度を有するアルミとＣＮＴの複合材料やＣＮＴを半導体型と金属型に大量

に分離した水分散液等、9 種類もの試料を実用化の推進に向け、50 社以上と試料提供契約

を結び配布した。 又、単層ＣＮＴ実用化プロジェクトである助成事業実施企業６社には要

求に沿った試料を提供した。 

CNT量産実証プラント事業 

産総研、日本ゼオン(株)と共同で、産総研第５事業所に設置したスーパーグロース法ＣＮ

Ｔの量産実証プラントを活用した製造技術の開発を実施した。本量産実証プラントで製造さ

れたＣＮＴを 40 社以上と試料提供契約締結し、ＣＮＴサンプルの提供を実施した。さらに、

事業化を促進する為に当該プラントを日本ゼオン(株)に貸与し、民間企業主体の事業化検討

を開始した。



 

 

8. モニタリング指標 

本章では第 I 期中期計画で定められたモニタリング指標のうち、数値目標を定めた項目、

および数値目標を定められていないが追跡すべき数値に関して記載する。 

 

<中期計画で目標が定められた数値> 

2010年度

単年 単年 累積 単年 累積
総事業規模

（億円）1 152.7 133.5 509.7 252.8 762.5

第I期総額累積
1000億円以上

公的資金割合
（％） 91.3 88.3 84.7

2014Fy時点で
70～80%程度

TIA拠点活用

プロジェクト数
2

18 23 26
30（累積）

連携企業数
3

59 93 100 119 128 300（累積）

外部研究者数
468 529 832

2014Fyに
1000名

TIA連携

大学院生数
4

15 139 154 209 363
500（累積）

2011年度 2012年度
中期目標

 

 
1 累積値には 2009 年度以前の事業費 223.5 億円分を含んでいる。 
2 拠点活用プロジェクトの単年の数値は求めていない（累積のみ）。ただし 2010 年度は開始年度である

ので単年 = 累積となっている。 
3 同一コア内では同一企業の重複を許容しない。 
4 拠点活用プロジェクト「つくばナノテク拠点産学独連携人材育成プログラム」に参加した学生数、連携

大学院方式による学生数、パワエレサマースクールに参加した学生数、「TIA ナノグリーン」における

ＲＡ採用の学生数を含む。 

 

 

<中期計画で目標を定められていないが追跡すべき数値>  

表：外国人研究者数，海外企業連携数，論発表数，特許出願数の変化（単年度） 

2010年度 2011年度 2012年度
外国人研究者数 33 60 49
海外企業連携数 5 5 7
論文発表数 73 207 270
特許出願数 19 139 228  
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図: 各種数値目標達成率の比較（公的資金割合を除く） 
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図:公的資金割合 
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